
550.50 当該値

15.4 16.8 17.7

※民間事業者平均値は当該団体が所属する標準原価ブロックの民間平均値

332.35 335.10 350.86 平均値 18.1 14.2560.93 564.96 599.42 平均値 315.87 341.69平均値 570.35 454.43 502.36 551.25 595.20 平均値 559.71 559.68

607.88 598.08 625.60 675.70

R01 R02

650.00 当該値 209.78 202.25 199.40 216.60

R02 R03 R04R01 R02 R03 R04 R05 R03 R04 R05R05

15.3178.80 当該値 17.5 13.5 13.7 15.3

2. 経営の効率性

全体総括

令和４年度に引き続き、移動需要の変化により乗車料
収入および乗車人員ともにコロナ以前より低い水準と
なっている。経常収支が赤字で推移していることおよ
び流動比率が100%を切っていること、企業債残高対料
金収入比率が100%を超えていることから厳しい経営状
況にある。
　今後についても、乗車人員・乗車料収入はコロナ以
前の水準までは回復しないと予想しており、厳しい状
況が続くと想定している。それに加えて、昨今の原油
価格や物価高騰、車両・設備更新に伴う建設改良債お
よび特別減収対策企業債の償還が開始することでさら
に厳しい経営状況になると見込んでいる。
　そのため、抜本的な収支構造の改善を図るため平成
30年度より給与体系の見直しを行ったことに加えて、
「経営計画2025」に定めた経営改善策、さらには、令
和６年２月に策定した「経営基盤強化パッケージ」に
基づく、これまで以上の企業努力を重ね、経営改善を
はかる。

R01 R02 R03 R04 R05

① 走行キロ当たりの収入については、令和４年度比
6.2円増加した②走行キロ当たりの運送原価は、原油
価格や物価の高騰による各種経費の増加により、令和
４年度比25.7円減少し、民間事業者平均に近しい数値
となった。③走行キロ当たりの人件費については、営
業所管理委託を進めており委託料については人件費で
はなく経費に計上していることから、民間事業者平均
値より低くなっている。
　④乗車効率は令和５年度において、昨年度水準を維
持しているものの乗車定員や年間走行キロに変化がな
いことから、延べ人キロについても増減がなかったも
のと考えられる。他公営企業平均値を下回っているこ
とから、引き続き効率的な運行に向けた取り組みを進
める必要がある。

R02 R03 R04 R05 R01 R02

当該値 566.80 463.25 483.40 544.30

R01

75.2

■平均値⑤ 14.2 23.4 23.9 20.6 21.3

57.2 平均値 74.9 74.5 75.4 76.010.4 平均値 29.5 53.2 56.99.6 10.3 9.6

■平均値⑥ 190.5 244.7 231.7 214.7 205.8

79.88.7 13.6 15.2 23.3 17.7 当該値 78.0

■当該値⑥ 160.5 206.4 210.8 200.5

31.9 88.9 100.5 103.4 107.8 当該値5.4 6.6 7.2 11.6 9.4 当該値

54.6187.5 平均値 7.5

■当該値⑤ 86.2

R03 R04 R05 R01 R02R01

78.779.5

2. 経営の効率性について

154.2 126.8 108.4 107.1 116.8 平均値

R03 R04 R05R05 R01 R02R03 R04

39.5 39.8 41.165.4 当該値 0.0 18.2

35.1 58.4 66.5 64.7 61.0

65.9 68.277.9 81.4 85.5 当該値 51.2 71.4

89.9 71.4 76.9 83.4 87.5 平均値

R05

平均値 98.5 83.7 89.7 96.8 100.0 平均値

R05 R01 R02 R03 R04R05 R01 R02 R03 R04R01 R02 R03 R04

※民間事業者の有無とは、行政区域内で民間バス事業者が運行しているかどうかを指す。 分析欄

1. 経営の健全性 1. 経営の健全性について

　令和5年度は、前年度比較では乗車料収入および乗
車人員ともに増加したものの、コロナ以前に比べると
依然として大幅に減少している一方で、物価高騰など
諸経費の増加が続いている状況を踏まえて、経営の健
全については下記のとおりと考えている。
【事業の状況】
① 経常収支比率②営業収支比率④累積欠損金比率に
ついてはいずれも目標値を下回って着地した。これ
は、上記のとおり、移動需要の変化により乗車料収入
が減少している一方で、昨今の原油価格や物価の高騰
による各種経費の増加が要因であり、今後もこの状況
が継続されると考えている。
③流動比率についても目標値を下回っており、短期的
な債務の支払い能力が低いと考える。
【独立採算の状況】
　⑤利用者１回あたり他会計負担額⑥利用者１回あた
り運行経費ともにコロナ以前（令和元年度）から増加
した水準のままであり、移動需要の変化により乗車人
員の減少に加えて、原油価格や物価の高騰による各種
経費が増加していることが要因となっている。
　⑦他会計負担比率は公営企業平均値をわずかに下
回っているが、近年上昇傾向にあることから事業の持
続可能性について検討が必要である。
【資産及び負債の状況】
　⑧企業債残高対料金収入比率は、令和４年度同様、
特別減収対策企業債を引き続き発行したことにより増
加しており、今後償還が進むにつれて下がっていくと
考えている。

　今後も移動需要の変化により乗車人員・乗車料収入
ともに引き続き厳しい状況が続くと考えている。あわ
せて、市バス車両更新による建設改良債や特別減収対
策企業債の償還が見込まれていることから、今後もこ
れまで以上の企業努力を重ねて経営改善に取り組む必
要がある。

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 98.5 83.7 84.4 92.1 94.0 当該値 93.7 77.4

職員数（人） 管理の委託割合（％） 民間事業者の有無 地域公共交通計画策定の有無

388 44.3 有 有

1,271,389

19.4 375.4 16,229 492

54,624 56,404

資金不足比率（％） 営業路線（km） 年間走行キロ（千km） 在籍車両数（両） 他会計負担額（千円） 575,866 690,585 785,940

法適用 交通事業 自動車運送事業 自治体職員 年間輸送人員（千人） 65,951 50,695 51,633

998,629

経営比較分析表（令和5年度決算）
兵庫県　神戸市

業務名 業種名 事業名 管理者の情報 R01 R02 R03 R04 R05
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